
○光と電子を変換する小型チップや、このチップを搭載
した光電子ハイブリッド回路を開発します。

○データセンタのサーバーに光電子ハイブリッド回路を
搭載し、サーバー間やサーバー内の電気による情報処
理を光化することで消費電力を削減します。

○クラウド・コンピューティングの進展によりデータセ
ンタの情報処理の大規模化が進み、情報処理量や通信
トラフィックの指数関数的増大に直面しています。光
電子ハイブリッド回路技術開発は、省電力、高速で小
型な光接続により様々なLSIを高集積することを可能と
することから、高い情報処理能力を有するサーバ等の
ＩＴ機器の大幅な消費電力低減が見込まれます。

○データセンタを構成するルータ、サーバ等のＩＴ機器内にお
けるLSI間の配線とインターフェイスを、電子回路と光回路を
ハイブリッド集積した光電子ハイブリッド回路技術の研究開
発により小型、省電力、低コスト化し、データセンタの情報
処理量の増加による課題を解決します。

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発
平成２６年度概算要求額 ３２．5億円（２４．０億円）

商務情報政策局情報通信機器課
０３－３５０１－６９４４
産業技術環境局研究開発課
０３－３５０１－９２２１

国
大学、

民間団体等

交付 委託

ＮＥＤＯ

データセンター

サーバー間の光化

サーバー内の光化

小型光電子
変換チップ

２７．８億円

本事業の実施に当たっては、中間評価等での見直し
により、常に実施内容の有効性を確認することとして
おり、アドバイスを頂いたような、集積回路中のブロッ
ク間データ転送に関する、光と電気両方式の性能ベ
ンチマーク比較についても、光電子集積回路基板に
おける光信号伝送の優位性を確認する手法として取
り入れることを検討したい。
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出口戦略

○成果活用段階における活用主体又は候補
研究開発を実施している技術研究組合から組成す
ることを当初から計画している新事業化会社や技術
研究組合参画企業等

○成果の実用化の姿
上記主体が本事業の成果を部分的に適用した製品
を、本事業実施中から段階的に上市する。
・平成２６年：光電子変換チップ
・平成２７年：光ケーブル
・平成２９年度：光ケーブル付ＬＳＩ基板
・平成３３年：光Ｉ／Ｏ付インターポーザ

最終的に、２０３０年には、本事業で開発する光電子
ハイブリッド技術が適用されたルータ、サーバ/データ
センタ、PC、テレビ等の機器を普及させる。

プロジェクト終了後に製品投入するのでは遅く、既存
市場に性能の良い製品を投入し認知度を高め新市場
に進出する基盤を構築する。

本事業では国際標準化への取り組みも行い、成果適
用製品は海外での販売が行われることも想定している。

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発

技術開発成果の事業化構想
実装部品とシステムの２方向から事業化を推進
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超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発

○光エレクトロニクス実装システムの根幹となるシリコンフォトニクスインターポーザにおいて、光インターフェー
スとなる光素子や光導波路、シリコンレンズをシリコンウェーハ上に集積するため、これらの基盤技術を統合シス
テム化する技術や、これと接続する光電子ハイブリッド回路基板技術の確立が必要。
○これら事業化へ向けた、大口径300mmウェーハによる量産化技術の確立が必要。

施策推進にあたっての課題

（参考）２０１３年９月 総合科学技術会議フォローアップ 指摘事項

①光エレクトロニクス実装システム全体の目標及びマイルストーンの明確化と計画の柔軟な見直しについて
最終目的である光電子集積サーバシステムの検討を行い、サーバの国際競争力強化の観点から、第2 期の光ケーブル付LSI 基板や第3 期の光電
子集積インターポーザに求められる性能やコストに関して、システムレベルからトップダウンで目標設定を適切に行うことが重要である。また、サー
バのアーキテクチャやサーバを構成する他のハードウェア、ソフトウェア等のコンポーネントについて、本取組以外のプロジェクトや民間企業等にお
ける技術開発の状況を検証することも必要である。こうした目標設定の検討については、平成25 年中に実施することとし、平成26 年度に事業主体
であるNEDO が実施予定の中間評価において、この点についての確認を行うことが適当である。

②プロジェクトの効果的・効率的な推進体制及び実施体制の構築について
研究開発の実施体制については、技術研究組合内における異分野の研究者間での連携ができる体制が整えられたところであり、今後の実質的な
連携が求められる。また、研究開発成果の主要な適用先であるデータセンターとの連携についても推進することが求められる。

③研究開発成果を産業化、社会実装に結びつけるための出口戦略について
国際的な市場や競合技術の開発動向等を継続的に把握していく必要がある。その際、電子回路のみでも低消費電力化や高速化が進む可能性が
あるため、競合技術の動向を把握するとともに、必要に応じて目標の設定や要素技術開発内容の見直しが求められる。

④知的財産権及び国際標準への戦略的対応等について
知的財産権の管理運営に係る規定の策定に向けた検討が進められているが、引き続き具体的な運用に向けて、参加企業間での十分な連携や円
滑な意思調整を図ることが望まれる。オープン・ブラックボックス化および国際標準化については、専門家による強いリーダーシップの下で戦略的に
推進することが必要である。

第２期、第３期の出口製品に求められる性能やコスト
については、サーバ機器製造メーカ等と連携し、適用
対象全体のシステムレベルからのトップダウンにより
目標の再設定を行う。さらに、国内外の開発状況を踏
まえ、必要に応じた開発体制の構築を検討する。

対応方針（案）


